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I 憲法の「本質jに基づく税法観とその意義と根拠等について
1 .はじめに
人権史的に捉えると，基本的人権は， ，自由権Jのみならず「社会権」等を内包化することに
よって，基本的人権の「あり方Jが確立されることになった。
そのことは，現代社会においては，伊藤正己名誉教授が提起されているように，基本的人権
は， ，形式的に法的保障があるからではなく，その実質において，それらが国家から恩恵として
与えられたものではなく，人間という事実のみに基づいて，人が生まれながらにしてもってい
る権利であり，すなわち生来の不可侵で不可譲の様利である」ωと称されているように，基本的
人権は， ，人間という事実Jに基づいて保樟される「個人の尊厳の保障」であり，その確認を宣
言するために，日本国憲法は， ，すべて国民は，偲人として尊重されるJ(憲法第13条前段)等
と規定している。
したがって，最高法規である憲法の「本質」は「個人の尊厳の保障」であり，諸法規は，当
然に「個人の尊厳の保障」を「内質Jすべきことになる。
そこで，最近， ，)レポノレター ジュj として， ，生活保護を受けいれたいのに受けられない・・
北九州市で，生活苦苦にあえぐ独居老人の叫びJ'訪によると。
，r苦労を積み重ねてきたあげく，己の有り様です』
小さながま口から，うちわの上にばらばらと小銭が落ちたo
郵便ポスト型の貯金箱から取り出した小銭と合わせると手持ちの現金は， 319円。
八幡東区の古びた平屋で独り，年金生活を送る女性 (79)は，丸めたティッシュで目を押え
た。
食事は，r小さなパックのかつお節を2回に分けてご飯にかけるだけ。これに大根おろしがあ
ればいい方』という。米びつを見ると，底をつきかけていた。
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F銭湯に行っても月にl度。家で携帯用ガスコンロで湯をわかし体をふいている』 ・・女性
は.r自殺を図ろうと右手首を切ったことがある』と明かしていた。 10針縫った跡は生々しかっ
た。……そんな晩年を送る人々に，行政は手を差し伸べられないのかJ3lとの問いかけは，結局
は，税の使途のあり方の問題であるが，その「本質Jは.r個人の尊厳の保障jの問題に帰結す
ることになる。
ところが，租税のあり方について，以前，学説上.r租税』又は「租税法』の意義は，租税
法学の研究対象を定めるために欠かせない・ ・己の点に関して，租税の使途匿を含めて租税概
念を構成すべきであるとする主張が北野教授により強力になされている。…-北野教授の目指
しておられる財政法学の研究の必要性は，私も認めるが，そのことは，必然的に租税概念の拡
大や租税法学の研究対象の拡大として捉えられなければならないことを意味するものではな
い」ωと称されているが，現実の「格差社会」等の現状を考えると，前記学説の北野弘久博士に
対する「租税の使途面Jのあり方についての.r租税概念の拡大J5l論の批判は，極めて形而上
的な租税概念論と評すべきことになる。
最近，北野弘久博士の基調的な論文によると，日本国憲法は，一口に言えば「平和・福祉」
の憲法である。日本国憲法は.無条件的に，無線則的に人々の納税義務を規定しているのでは
ない。人々は，租税の使用の仕方の憲法適合的な「法律」と租税の徴収の仕方の憲法適合的な
「法律」に基づいてのみ，納税義務を負うのである(6】と称された上で，人々は自分達の納付した
租税がへ「平和・福祉本位Jの「法の支配J(rule 01 law)に基つ‘いて使用される己とを前提
にして，かっ，その限度で，憲法の規定するところ(憲法13.14. 29条等)に従って，つまり.r応
能負担原則J(Principle of ability to pay tax)の「法の支配J(rule of law)に従つてのみ，
納税義務を負うという権利が保障されている叩と称される租税のあり方が，現代の「格差社会J
等において考慮されるべきものと考える。
もちろん，私見は，後述するように，憲法の「本質Jである「個人の尊厳の保障」を税法等
に「内質Jすべき法理を基に展開するので.r納税義務Jと「平和・福祉本位」の「応能負担原
則jの対応関係は，その関係を越える.r普遍的Jな「人間自体」の多様性に基づく「個人の尊
厳の保障」の観点から「租税」の使途のあり方を捉えることによって，前記の「ノレポJレター
ジュ」の事例印は.1京ちに「行政」等は.r個人の尊厳の保障」の観点から対応すべきものと考
える。
そこで，拙稿の「税法原理VJは，従来型の法理に基づく税法の基本的な問題点を憲法の「本
質」である「個人の尊厳の保障jの観点から検討することによって，儲越であるが，新たな
「税法原理」の一端を提起したい。
2.憲法の「本質」に基づく税法観について
憲法の「本質Jは.r個人の尊厳の保障Jである。したがって，当然に，憲法の「本質Jであ
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る「個人の尊厳の保障」は，税法等の諸現象に「内質」すべきことになる。
ところが，純粋法学者とLて高名なケノレゼン (HansKelsen)は.I国家作用は法創設作用=
段階的に進行する規範定立過程である。……この段階構造は，自己運動における法秩序の統ー
を基礎つ、ける根本規範に終止している。根本規範は，まず第ーに，法を創設する機関を設定す
ることによって，法論理的意味における憲法を成す。そして，そのようにして創定された立法
者が，立法自体を規制する規定を定立することによって 次の段階として 実定法的意味にお
ける憲法が成立する」仰と称される「根本規範論J等の影響故えなのか，わが国では，根本規範
等の法理に基つ、いて.I個人の尊厳の保障Jのあり方が提起されている。
基調的な所説によると，根本規範は，憲法が下位の法令の根拠となり，その内容を規律する
のと同じように，憲法の根拠となり，また，その内容を規律するものである。……われわれは，
憲法の内部において，根本規範と他の憲法規範という段階構造の存在を認めることができる。
そして，後者は前者によって，根拠つけられ，規律されているのである。ところで，具体的に，
日本国憲法における根本規範の内容として，どのようなものが考えられるか。国民主権主義，
基本的人権尊重主義および永久平和主義の三つの原理がそれに該当するものであろう。そして，
さらにこれらの原理の根底にある原理として.I個人の尊厳jという原理が考えられる聞とか，
自然権を実定化した人権規定は，憲法の中核を構成する「根本規範」であり，この根本規範を
支える核心的価値が人格不可侵の原則〔個人の尊厳の原理)である00と称されている。
しかし.I個人の尊厳の保障」について，国民主権主義，基本的人権尊重主義，および永久平
和主義の三つの原理問の根底にある原理として.I個人の尊厳」という原理山とか，根本規範を
支える核心的価値が人格不可侵の原則(個人の尊厳の原理)(H)となる「個人の尊厳の原理」は，
いかなる意味を有するのであろうか。
私見は，前記所説の「根底にある原理として.r信人の尊厳Jという原理」叩とか.I根本規範
を支える核心的価値が人格不可侵の原則(個人の尊厳の原理)J附等のあり方の形而上化等の克
服ム新たな「法体系Jを確立するために，日本国憲法の「本質」は「人間という事実のみに
基づいて，人が生まれながらにしてもっている権利yηである「個人の尊厳の保障J'叩として捉
えることによって，その「下位規範jの諸法規等に「個人の尊厳の保障Jを「内質」すべきも
のと考える。したがって，その前提として，その「個人の尊厳の保障Jの「本質」を確認し宣
言するために，憲法は.I国民は，すべての基本的人権の享有を妨げられないJ(憲法第1条).
「すべての国民は個人として尊重されるJ(憲法第13条)叩等と規定したよで，その基本的人権
は.I侵すことのできない永久の権利J(憲法第1条・岡山条)と規定している。
それ故に，憲法の「本質Jである「個人の尊厳の保障」を「法の支配J(9)の観点から.I税法」
の「法形態」の「あるべき」当為 (Sollen)性に「内質Jすべきことになる。
そこで，信越であるが，憲法の「本質Jである「個人の尊厳の保障Jを税法の諸現象に「内
質jする法理を基に. I税法の意義と根拠」のあり方の一端を提起することにしたい。
60 九州共立大学経済学部紀要
3.税法の意義と租税根拠等の基本的な問題点について
(1) 税法の意義等のあり方について
税法の意義について，学説上，憲法第30条の規定は.i国民は.i法律の定めるところにより，
納税の義務を負う」と定め，また同83条の規定は.iあらたに租税を課し，又は現行の租税を変
更するには.法律又は法律の定める条件によることを必要とする」と定める。しかL.そこに
いう税又は租税とは何かについては，憲法においてこれを定義することがない聞と称されてい
る。そして，税法律の上で租税について一般的な定義を与える規定も存しない聞と称された上
で.i租税とは国又は地方公共団体が，収入を得ることを目的にして，法令に基っく一方的義務
として課す，無償の金銭の金銭的給付であるf剖と称されているが. Lかし，その根拠 (i収入
を得ることを呂的J'叫)を明確にしないと，憲法の「本質」である「個人の尊厳の保障」の文脈
となる「財産権等の保俸jの問題に詰抗することになる。
基調的な所説によると，組税の意義については，わが国法上，これを定義した規定がなく，
従って，学問上，その定義をするほかない聞と称された上で.i租税とは，国又は地方公共団体
が，その課税権に碁づき，特別の給付に対する反対給付としてでなく，これらの団体の経費に
充てるための財力調達の目的をもって，法律の定める課税要件に該当するすべての者に対L.
一般的標準により，均等に賦課する金銭給付であるJ'川と称されているが，しかし，いかなる根
拠を基に.i国又は地方公共団体」附は，国民に対して.i特別の給付に対する反対給付J'引なく
して.課税できるのであろうか。
確かに.i国又は地方公共団体J'却は，当該機関を運営するための「経費に充てる財力調達J'剖
を必要とするが，しかし，その根拠を憲法上の観点から明確にしないと，憲法の「本質jであ
る「個人の尊厳の保障jの文脈である「財産権等の保障」の問題に拾抗することになる。
そこで，その基本的な問題点を意図されたのか，金子宏名誉教授は，租税の意義について，
「国家が，特別の給付lこ対する反対給付としてではなく，公共サービスを提供するための資金
を調達する白的で，法律の定めに基づいて私人に課する金銭給付であるj附と，組税の意義につ
いて.i公共サービスJ(3J)を問題にされたことは，前記所説より，租税の意義の根拠を明確にさ
れているが. Lかし，国民に対する「特別の給付に対する反対給付としてではなく，公共サー
ビスを提供するJ'却とは，具体的には，いかなることを意味するのであろうか，そのあり方を明
確にしないと，借越であるが，結局は，前記所説の租税の定義のように.i租税とは，国又は地
方公共団体が，収入を得ることを目的にしてJ叩とか.i租税とは，国又は地方公共閲体が……
これらの団体の経費に充てるための財力調達の呂的」【却と同様の問題に帰結することになる。
(2) i納税者基本権」に基っく租税概念について
そこで，北野弘久博士は，日本の碁本的税法には租税を定義した条項はない。国税通則法第
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2条1号は「国税Jを定義としているが，それは同法が対象とする国税の範囲を明らかにした
ものにすぎない0 ・・日本国憲法は30条， 84条において「税j，，租税Jという概念を使用して
いる。憲法がいやしくも「税j，，租税Jという概念を使用する以上は何らかの法的概念として
の租税概念を予定しているはずである叩と称された上で，われわれは法実践論のレベノレにおい
ては納税者側の租税概念、を構築しなければならない。……日本国憲法はそれを可能とする憲法
環境を準備している。すなわち，日本国憲法は国民(納税者)主権と平和的生存権を含む基本
的人権の尊重を強調している。……これらの憲法諸条項をベ スにして，憲法の予定する納税
者側の租税概念を構成することが可能である。納税者側の租税概念は従来の租税概念とは異な
り，ひと口にいえば納税者・国民の福祉を考えるものとなろう。日本国憲法のもとにおいては
憲法に適合するところの(福祉目的)に従って自分たちの納付した租税が使用されることを前
提にして，そのような租税の使途面をも射程にいれた国民は憲法および憲法に適合する法律に
基つ‘いてのみ納税義務を負うのである。……憲法第30条は，まさに憲法適合的な組税の使途と
徴収の仕方とを前提とした国民の納税義務を確認する規定である。そこで，納税概念は使途面
と徴収弱とにおいて分断されていない。租税の使途面と徴収面とが一体的に統合的にとらえら
れている (3，)と， ，8本国憲法は国民(納税者)主権と平和的生存権を含む基本的人権の尊重J3D
を前提に，租税概念の「使途面と徴収而j附を基に提起されているのは，従来の「租税概念」の
形而上化を克服するため，新たな「租税概念Jと評すべきことになる。
したがって，そのことは，北野弘久博士が，従来裂の税の定義のあり方を，r国または地方公
共団体がその必要な経費に充てるために，国民から特別の給付に対する反対給付としてではな
く強制的に徴収する金銭給付であるJ。この定義は今日なお基本的に租税の本質を表現してい
るといってよい。しかし，現代国家における租税の定義としてその不完全さを否定しえな
いJ印〉と称されていることを克服されたものと考える。
そこで，私見は，北野弘久博士が， ，人々は自分たちが納付した租税が憲法の意図する福祉・
平和のためにのみ使用されていることを前提にした限度で，かっ憲法の応能負担原知(憲法第
13， 14， 25， 29条等)J'叫に基っく「納税者基本権J4llのあり方を「人間という事実のみに基つい
て，人間が生まれながらにしてもっているj"へそのあり方の「多様性」を「個人の尊厳の保障」
の観点から確立するために，憲法の「本質」である「個人の尊厳の保障Jを「内質」する租税
観に帰結すべきものと考える。
(3) 租税の根拠論等のあり方について
租税の根拠について，基調的な所説によると，利益説は，租税をもって市民が国家から受け
る利益の対価と見る考え方である。この考え方は，自然法思想、ないし国家契約説を基礎として
主張されるもので，国家の目的は市民の身体と財産を保護する乙とであり，租税はその対価で
ある，とするものである。{山
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そして，義務説は，国家はその任務を達成するために当然に課税権をもち，国民は当然に納
税の義務を負う，と説く。義務説は，利益説の前提が歴史的現実に合致せず，またそれが税負
担の配分の基準として実際的でないという認識から出発するが，往々にして国家を，個人の意
思をこえた，それなしには人間の社会的共同生活のありえない，歴史的・倫理的必然としてと
らえる権威的国家思想と結びついて主張されてきた附と称された上で，日本国憲法第30条は，
「国民は，法律の定めるところにより，納税の義務を負う」と規定する。 …この規定は，お
そらく，利益説と義務説のいずれかに一方的に偏するものではなく，両者を止揚する意味で民
主主義的租税観を表明したものであると理解すべきであろう。......特に，日本国憲法において
は，国民主権の考え方のもとに，国家が提供すべき公共サ ビスの内容や再分配の程度は，国
民の意思を反映しつつ，民主的な立法過程=政策形成過程を通じて決定されることとされてい
る(45】と，その根拠のあり方を体系的な観点から提起されていることは，極めて傾聴すべき所説
であるが，しかし，憲法上「国民は，法律の定めるところにより，納税の義務を負うJ(憲法第
30条)規定を「おそらく，利益説と義務説のいずれかに一方に偏するものではなく，両者を止
揚する意味で民主主義的租税観を表明したものであると理解すべきであろう」叩と称されても，
憲法の「本質」である「個人の尊厳の保障」を租税の根拠に「内質Jしないと，利主議主説と義務
説の「両者を止揚する意昧J"“4川nの「民主主義的租税観J'帥"川8
の保障」を決定することになり，結局は，戦前のドイツの法治主義国家削観の問題に帰結する
ことになる。
換言すると.前記所説は，憲法の「本質」となる「個人の尊厳の保障Jを税法の「あるべき」
当為 (Sollen)性に「内質Jされないために，結局は，租税の根拠論を手段的な「民主主義的
組税観j<50)に帰結し，その本質が軽視されることになる。
Lたがって，手段的な「民主主義的租税観J51lは，立法上の多数決論を基に，義務的な租税観
に帰結することになり，前記所説が，所得の性格に関して， Iやや抽象的にきこえるかもしれな
いが，所得は物に即した観念ではなく，人に即した観念であることを指摘しておきたいと思
う」聞と称される人頭税的な文脈と符合することになる。
(3) おわりに
そこで.北野弘久博士は，納税義務の根拠については，従来，租税義務説が支配的であった。
しかし，法実践論的には現代的な観点から租税利益説を再評価すべきであると考えられる。日
本国憲法のもとでは，国民は決して租税の使途のあり方とは無関係に一方的に納税義務を負う
のではない。憲法原則に従って租税が使用されることを前提にして，つまり憲法の意図する
「福祉目的」のために租税が使用されることを前提にして.能力に応じて納税義務を負うので
ある。日本国憲法第30条は，このこと(憲法に適合するところの租税の使い方と取り方とを前
提にすること)を確認した規定である。法実践論的には租税利益説のほうが，歳入面・歳出面
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を統合した現代的租税概念を構成しやすい。租税義務説は法実践論的には租税の徴収面と使途
面を分断する議論に結びつきやすい。日本国憲法のもとでは，前記の新たな租税利益説的な見
方にたって，税財政に関する憲法理論を再構成する必要がある聞と，租税義務説の本質的な問
題点を提起されながら「新たな租税利益説的な見方J(5~)を展開されているのは，従来型の租税の
根拠のあり方を問う，緩めて傾聴すべき所説であるが，私見は，北野弘久博士が提起される「憲
法の意図する『福祉目的』のための租税が使用されることを前提にして，能力に応じて納税義
務を負うJ'叫ことの対応関係を「個人の尊厳の保障」の「普遍的」な観点から捉えることによっ
て，憲法の「本質」である「個人の尊厳の保障」を「租税の根拠Jに「内質Jすべきものと考
える。
したがって，学説上，利益説は，収入面のみならず同時に支出面を重視すべき己と，政策決
定の主体が，理論的にも市民=納税者でなければならないこと，市場機構にかかわる意思決定
機構である政治機構が，市民の意向を十分に反映したものでなければならないこと，などを改
めて強調することによって，租税制度の内容および政策決定過程を，市民=納税者の立場から
再検討するための重要な視点を提供するものといえる附と， I市民=納税者の立場j聞から，利
益説を「収入国のみならず同時に支出箇を重視J'瑚されるのは，北野弘久博士が，日本国憲法第
30条について， I憲法に適合するところの租税の使い方と取り方」聞の文脈と符合する乙とにな
るが，前記所説の「市民z納税者の立場J'帥の観点から租税のあり方を越え.それを人権上の観
点から普遍化するために，憲法の「本質」である「個人の尊厳の保障」を「内質Jすべき法理
の基で，租税の根拠論を展開すべきものと考える。
f主
(1)伊藤正己「憲法」弘文堂， 1982年， 111頁。
(2)豊浦溜ー「生活保護厚い壁(ルボルタ ジュ 2001)J読売新聞， 2001年6月21日。
( 3 )同上新聞， 2001年6月21日。
(4)碓井光明「相税法学の課題と将来JrジュリストJ131号， 1981年， 60頁。
また，碓井光明教授は， r管理・使途面を含めた租税概念の構成という，その発送自体には共感を覚え
るものの，教授の目ざされる納税者の監視を確保するのに，わざわざそのような租税概念を構築する実
益が，はたLて存在するのかどうか疑問である。(碓井光明「憲法第84条にいう n且税」の概念の外延に
ついてJrジュリストJ105号， 1919， 121頁)と称されているが，北野弘久博士は， r現代資本主義のも
とでは，自説白使途留にまで税法学の考察の対象を拡大Lなければ，真に納税者・国民の生活や人権を
擁護することはできない。なぜなら，せっかく狭義の租税概念(徴収而)のレベルにおいて税法学理論を
精績に構築してみても，納税者が納めた租税が納税者・国民の生活や人権を侵害し破壊するかたちで使
用された場合Iこは，ほとんど意味がなくなってしまうからであるJ(北野弘久『税法学原論(第5版)j
青林書院， 2003年， 28頁)と称されるのは，極めて傾聴すべき租税概念訟であり，それは， iEに「租税
概念」由形而上化を回避することになる。
したがって，私見は， r租税概創を形而上化させないために，憲法の「本質」である「個人白尊厳の
64 九州共立大学経済学部紀要
保障」を「租税概念Jに「内質」することによって，当然に， r租税白使途面J(向上書， 28貰)を「租
税概念」に「内質Jすべきものと考える。
( 5 )向上論文， 60頁。
( 6 )北野弘久「福祉国家は累進税を要求するJr税経過信J2005年， 60巻9号， 19賞。
(7)向上論文， 19頁。
(自)同上論文， 19-20頁。
( 9 )清宮四郎訳F一般国家学』岩波書庖， 1975年， 415-416貰 (Hanskelsen: AlIgemeine staatslehre， 1925) 
(10)清宮四郎『憲法1(第3版)J有斐閣， 1981年， 3頁。
(11)芦部信喜・高橋和之(補訂)r憲法(第3版)J岩波書簡， 2002年， 10頁。
(12)清宮四郎，前掲注 (10)，3頁。
(13)同上書， 33資ロ
(14)芦部信喜・高橋和之(補訂)，前掲注 (11)，10頁。
(15)清宮四郎，前掲注 (10)，3頁。
(16)芦部信喜・高橋和之(補訂)，前掲注 (11)， 10頁。
C!7)伊藤正己，前掲注(1)， 17頁。
(18)佐藤幸治名誉教授は，憲法第13条に関して， r私は， 13条前段の「個人白尊重とは，人格によって通底
された個々の具体的人聞の白律的生を尊重しようとすることであり，後段目「幸福追求に対する権利」と
は，それを受けて人間の自立的生を可能ならLめるべく包括的・一般的に権利として捉えたものであ
るJ (佐藤幸治「日本国憲法と法の支配』有斐閣， 2002年， 26頁)と称されているが， lかl，r個人の
尊重」を「人格によって通底されたJ(向上論文， 26頁)ところの「具体的人間の自律的生を尊重J(向
上論文， 26頁)と称されることは，その「人聞の自律的生J(同上論文， 26頁)白あり方によっては，極
めて「人間jを価値的にとらえる己とになるのではないのだろうか。私見は，r個人の尊厳の保障」は，r具
体的な人聞の保障jの問題として捉えるべきものと考える。
また，木村弘之教授は， r日本国憲法の価値秩序のなかで，憲法第13条1文によって保護されている個
人の尊厳が最と位の価値である。法治国家における租税法の秩序もまた，このことを尊重さなければな
らないJ(木村弘之『租税法学』税務経理協会， 1999年， 93頁)と称されているが，しかし， r個人白尊
厳の保障」は， r憲法第13条1文によって保護J(同上書， 93頁)されているのでなく， r確認規定」とし
て捉えるべきものと考える。そうすると，当然に，憲法の「本質」たる「個人の尊厳の保障Jは， r法治
国家における租税法の秩序」に「内質」すべきものと考える。
(19)杉村敏正博士は， r法治主義」について， rドイツにおいて戦前に一般に説かれた『法律の支配』
CHarrschaft d伺 Gesetzes)や，わが国において戦前に一般に説かれた『法律白支配』や「法治主義」
は，支配する『法律』や「法」の内容を問題としないから，悪法の支配も「法律の支配』や『法治主義』
でありえたJ(杉村敏正「法の支配と行政法」有斐閣， 1970年， 32頁〕と称されているが，伊藤正己名誉
教授は， r誌の支配」について， r法による国家権力のコントロールのみならず法そ白ものの内容や手続
の正当性を要求l，法治国家の理念を形式的のみでなく，実質的にも実現しようとするJ(伊藤正己『憲
法』弘文堂， 1982年， 14頁)と称されることは，憲法の「本質Jたる「個人の尊厳白保障」を「内質」
する「法の支配Jの定義論と評する ζとができる。
そこで，渡辺洋三名誉教授が， r法白支配」について， r権力者を拘束する客観的基準はだれがきめる
のか?それをきめるものは，権力者自身であってはならない。それをきめるものは，民主主義国家にお
いては，主権者たる国民でなければならない，ということが原理的に要請される。法が権力者由意思を
拘束するとはとりもなおさず，国民の意思が権力者の意思を拘束するということである。法が最高であ
税法原理V 65 
るという思想は，すなわち国民の意思が最高であるとという思想を根本にもっている。こうして，法白
支配は，主権在民の民主主義政治体制と，きってもきれない関係にある。近代法治主義とはつまるとこ
ろ，国民の意思が法の名において権力者を拘束し，権力者の行為を国民由意思lこ服せLめる，という原則
以外のなにものでもないJ(渡辺洋三『法というも白白考え方』日本評論者， 1992年， 78-79貰)と， I法
昭支配」を「国民の意思が権力者の意思を拘束するJ(向上書， 78頁)と称されていることは傾聴すべき
ことであるが， Lかし，憲法白「本質」となる「個人の尊厳の保障Jを「法の支配jに「内質JLない
で， I個人白尊厳の保障」の「手段」である「民主主義J白観点から「法の支配Jを問題にすることは，
結局，多数決論で「法田支配」を確立することになり，それは従来型の「法治主義論Jに帰結すること
になる。伊藤正己名誉教授は， I法の支配Jについて，法による国家権力のコントロールのみならず法そ
白ものの内容や手続の正当性をも要求L，法治国家の理念を形式のみではなし実質的にも実現しよう
とするJ(伊藤正己「憲法』弘文堂， 1982年， 14頁)と称されることは，憲法の「本質Jである「個人白
尊厳の保障Jを「内質」する「法の支配」の定義論と評することができる。
(20)清水敬次『税法(第7版)Jミネルヴァ書房， 2007年， 2真。
(21)河上書 2頁。
(22)向上書 2頁。
(23)向上書 2頁。
(24)田中二郎「租税法(第3版)J有斐腐， 1990年， 1頁。
(25)向上書， 1-2頁。
(26)向上書， 1頁。
(27)向上書 1頁。
(28)向上書頁。
(29)同上書頁。
(30)金子宏『租税法(第12版)J弘文堂， 2007年， 7-8頁ロ
(31)同上書， 8頁。
(32)向上書 8頁。
(33)清水敬次，前掲注 (20)，2頁。
(34)向上書， 2頁。
(35)北野弘久『税法学原詩(第5版)j青林書院， 2003年， 25頁。
(36)向上書， 26-27頁。
(37)同上書， 26貰。
(38)向上書， 27頁。
(39)向上書， 22頁。
(40)向上書， 80-81頁。
(41)向上書， 80-81頁。
(42)伊藤正己，前掲注(1)， 177真。
(43)金子宏，前掲注 (30)，18頁。
(44)悶上書， 18頁。
(45)向上書， 18-19頁。
(46)同上書， 18頁。
(47)向上書， 18頁。
(48)向上書， 18頁。
66 九州共立大学経済学部紀要
(49)芦部信喜・高橋和之(補訂)r憲法(第3版)J岩波書庖， 2002年， 14頁。
(50)金子宏，前掲注 (30)，18頁。
(5!)同上書， 18頁。
(52)金子宏『所得概念の研究』有斐閣， 1995年， 29頁。
(53)北野弘久，前掲注 (35)，31-32頁。
(54)向上書， 32頁。
(55)向上書， 32頁。
(56)畠山武道・渡辺充『租税法』青林書院， 2000年， 10頁。
(51)向上書， 10貰。
(58)向上書， 10頁。
(59)北野弘久，前掲注 (35)，32頁。
(60)畠山武道・渡辺充，前掲注 (56)，10頁。
E 税法の原員IJの基本的な問題点とそのあり方について
1.はじめに
基調的な所説によると，近代立憲主義の「法の支配Jは，国家権力が法にもとづき，法の規
律を受けることを意味する・・・この場合，問題になるのは，どのような法が，どのような仕方
で，支配するか，である。ドイツなどのヨーロッパ大陸諸国では，この原理は， r法治国」
(Rechtsstaat)原理または「法治主義」と呼ばれている。戦前に，この「法治国」の名のも
とに伝統的に考えられたのは，権力分立制を基礎とする自由主義国であったωと称された上で，
「法治国Jといわれる場合の法は法律であり，国家は「形式的法治国jまたは「法律国」
(Gesetzesstaat)であった。戦前の日本もこれに属する。「法治国」でも形式的な「法の支配J
は行なわれたが，法の内容がかえりみられなかったために，実質的な「法の支配」は実現され
なかった聞と称されている。
そこで，学説上，法の支配の内容として重要なものは，現在，①憲法の最高法規性の観念，
②権力によって侵されない個人の人権，③法の内容・手続の公正を要求する適正手続 (due
process of law) ，権力の窓意的行使をコントローノレする裁判所の役寄iに対する尊重，など(3)と
称された上で，市民階級が立法過程へ参加することによって自らの権利・自由の防衛を図るこ
と・ ・その点で民主主義と結合するものと考えられたことである∞と称されているが，しかし，
「法の支配jと関係づける民主主義論は，憲法の「本質Jたる「個人の尊厳の保障」を前提に
展開しないと， r法律の内容の正当性J51が，現実上，一定の価値に基づく多数結論に帰結する
ことになり，時には，戦前のドイツの「法治主義jないし「法治国家J6lの問題に帰結すること
になる。
そこで，私見は，憲法の「本質Jたる「個人の尊厳の保障」を諸法規に「内質Jする法理を
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基に， r法の支配」は展開されるべきものと考える。
したがって， r税法の原則」の「租税法律主義」と「租税公平主義」は，結論的であるが，憲
法の「本質」である「個人の尊厳の保障」を「内質jするために， r個人の尊厳の保障に基づく
租税法律主義」として捉えるべきことを前提に，従来型の「税法の原則」のあり方の基本的な
問題を展開したい。
2. r税法の原則」の基本的な問題について
(1) 正義論等に基づく税法の原則について
税法の原則に関する，従来型の基調的な所説によると，現行租税法の基礎原則又は基本理念
は，これを外形的・形式的な面と内容的・実質的な面の双方から考察することができる。ここ
での外形的・形式的な面というのは，租税法の法形式としてどのような形式をとっているかの
問題で，租税法律主義の原則及び永久税主義の原則をあげることができる。次に，内容的・実
質的な面というのは.組税法の内容・実質について，どのような原則が支配しているかの問題
で，公共性の原則，公平負担の原則，民主主義の原則，収入確保・能率主義の原則をあげるこ
とができる仰と称されている。
Lかし，そ乙には，積極的に憲法上の観点から「税法の原則」を捉えられていない故にか，
前記所説は， r租税法の解釈は，究極的には，租税正義の実現に仕えるものでなければならない。
ここでいう租税正義というのは，租税全体を貫く租税法の基本理念 ・・租税法の基本原則と
いってもよい」∞と， r租税全体を賞く租税法の基礎原則」帥を「租税正義J(1~)と称されている。
だが，その「正義」の概念は， r抽象的」放に， r正義という言葉は常に一義的に用いられて
いるわけではない。j山ので，その「正義」の概念の意味は定かではなく.はるかに多元的諸要
因を考慮する聞ことになり，結局は， r誰が正義とか不正義とか判別することができるであろう
かJ'叫が問われる乙とになる。
そこで，学説上，コモン・ロ 法律家たちには，事実を重んじ，実際的であるという一定の
評価がある。彼らは漠然とした思弁，普通的諸原理の大限な宣言，とりわけ形而上が大嫌いで
ある川と称されたtで，コモン・ロ一法律家は，正義について語ることをあまりしないし，ま
してや正義を抽象的に語ることはめったにない聞と称されるのは， r正義論」のあり方の本質的
な問題提起と評することができる。
それ故に，法哲学者が，私たちのもっている正義概念その実現の方法は，いつも不完全であ
るからこそ，いつもよりよいものにする可能性がある。己の意味では， r現実的正義論Jは楽観
主義的であるとも言えると思う附と称されるのは，結局， r正義Jのあり方を形而上化し栢対化
する乙とになる。
ところが， r正義概念」を「本質的」な観点から明確にされるのか，学説上，一般の用語法に
おいても正義という概念はかなり多義的に用いられているが，それらすべてを考慮しでも，私
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は，法の理念が正義の観念だけによって充分適切に総括され得るものとは思わない。けれども
それが法理念の中核的要素を指し示すものであることも否定できない川(傍点・引用者)と，正
義の概念のあり方を「法理念の中核的姿素」凶と称されるのは，極めて形而上的な「正義」の
「本質論Jであり，そこに「正義論」に「内質」する普遍的な病理現象が内包しているものと
考える。
そこで，前記の基調的な所説は.I租税法の基本理念」について，具体的に形式的な面と実質
的な面との双方から考察することができるが.一部には，その形式的な面のみを強調したり，
その実質的な面のみを重視したりする者がある。例えば，組税法における租税法律主義の原則
を強調L.国民の財産権の保障こそ租税法の根本目的であると主張するのは，前者の典裂であ
り，租税の公共性とか租税負担の公平の原則のみを重視するのは，後者の代表的な考え方であ
る。しかし，穏税法律主義の原則にしても，租税法の基本理念の一面を表現するにすぎないも
のであって，そうした一部のみを強調するのでは，租税法の基本理念を正しく把握しているも
のとはいえないように思う。租税法の基本理念は，形式の面と実質の商とを相互に調整しつつ，
これらを総合したところに成り立つのであって，租税法の正しい解釈は，そのような意味にお
ける組税法の基本理念をふまえて，それの実現に資するものでなければならない附と称されて
いる。
しかし，前記所説の「正義論j闘を基に.I租税正義というのは，租税全体を貫く租税法の基
本理念」聞と評されても，その「租税全体を貫く租税の基本理念JW)を憲法の「本質」の観点か
ら明確にしないと，結局は，その「租税の基本理念」を基に.I税法の原則Jは形而上化し椙対
イヒすることになる。
それ故に，前記所説が，結論的に.I相税法の基本理念は，形式の面と実質の面とを桔互に調
整しつつ，これらを総合したところに成り立つj悶〉と称されているのは，その「形式の面と実質
の面J'却を「総合J2'ilする観点から，結局は.I租税の基本理念」凶を基に.I税法の原則」は形而
上化し相対化するものと考える。その基本的な原因は，極めて抽象的な「租税正義J21官舎を基に，
「租税全体を貫く租税法の基本理念JWを展開されることに起因するものと考える。
したがって，前記所説と同様な観点から，組税法律主義を租税正義実現のための形式的手段
とし，公平負担の原則をその実質的手段とみるとして，両者の妥当な調和を図り，全体を綜合
的に理解したうえで租税法秩序を維持し租税正義の実現を図ることが，まさに穏税法の正しい
法解釈といわねばならない凶と称されるのは，その「両者の妥当な調和を図り，全体を綜合的
に理解したうえで租税法秩序を維持し租税正義の実現を図るJ"η(傍点・引用者)ことを，憲法
の「本質Jの観点から明確にしないと，その「租税正義論」の基では，結局.I税法の原目IJの
「租税法律主義jと「公平負担の原則」のあり方は，形而上化し相対化することになる。
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(2) 権力分立論に基づく「税法の原員IJ について
そこで，前記の「税法の原則Jの基本構造を前提に，金子宏名誉教授によると，租税法の全
体を支配する基本原則としては，租税法律主義と租税公平主義の二つをあげることがで、きる仙
と称された上で，前者が課税権の行使方法に関する原則lであるのに対L.後者は主ーとして税負
按配分に関する原則である。したがって，前者は形式的原毘であり，後者は実質的原現である，
ということができる聞と称されているのも，その前提として，憲法上の観点を明確にされない
と，借越であるが，羅針盤のない「税法の原則Jに帰結することになる。
もちろん，金子宏名誉教授は，権力分立の観点から，租税法律主義は，近代法治主義の，租
税の賦課・徴収の面における現われである。法治主義とは，権力分立を前提として，公権力の
行使を法律の根拠に基ついてのみ認め，それによって国民の「自由と財産jを保障することを
目的とする政治原理ないし憲法原震である聞と称されているので.I税法の原則」についても憲
法上の観点を問題にされている。
しかし，それは.I権力分立を前提とした，公権力の行使を法律の根拠に基づいてのみ認め，
それによって国民の『自由と財産』を保障する」附所説であることから，租税法律主義の憲法上
の観点は.I消極的」な観点であり，そこには，憲法上の観点から租税法律主義に，いかなる内
容を内包すべきかの問題が「積極的Jに提起されていない。
そして.I法治主義」について，国民の「自由と財産を保棒するととを目的とする政治原理な
いし憲法原理」附と称されているが，その国民の「自由と財産」聞は，単に「政治原理ないし憲
法原理」附でなく，憲法の「本質」である「個人の尊厳の保障」に基づく実体法上の問題に帰結
すると考える。
そこで，金子宏名誉教授が.I租税法は侵害規範」聞と，税法のあり方を明確に捉えられてい
るが，しかし，憲法と税法等の関係のあり方を明確にLないで，その「組税法は侵害規範Jmと
称されることに対して，いかに対処されるのであろうか。私見は，憲法の「本質Jである「個
人の尊厳の保障」を税法等に「内質」する法理を基づく「法の支配Jの観点から，税法の「侵
害規範J'叫性のあり方の「本質」が明確になるものと考えるが，それよりも，憲法の「本質」で
ある「個人の噂厳の保障」を税法等に「内質Jする「法の支配」の観点から，税法等が「個人
の尊厳の保障jを実現する法形態として捉えることによって，従来型の「租税jの形而上化等
が克服できるものと考える。
もちろん，金子宏名誉教授が以前に，課税権力は，国民の信託の下に，第一次的には議会に
よる立法の形式で行使され，行政府はその執行として課税権力を行使するにすき、ないのである。
日本国憲法もそのような課税権力行使の殴式を前提としている。第ーに，租税政策の方向つけ
や決定は行政府によって行われることが多い，法案の作成は殆どすべて行政府によって行われ
る。第二，租税法令の運用について解決を必要とする新しい問題が生じた場に，立法的解決に
よらずに，通達によって ということは政府の責任においてー問題が解決される例が少なくな
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い。これは. B本国憲法の Fにおいて旧憲法時代の発想が根強く残っていることを意味してい
る叩〉と称されるのは極めて傾聴すべき所説であるが，その問題点を克服するためには，やはり，
憲法の「本質」たる「個人の尊厳の保障Jに基づく「法の支配jの観点から，前記の諸現象に「内
質Jすることによって解決するものと考える。
また，金子宏名誉教授が，租税法律主義の機能山性としてそれは.I国民の経済生活に法的安
定性と予測可能性とを与えることにあると考えてよいであろう」山と称されていることは，基
本的に許容すべきことになるが，しかし，その前提として憲法の「本質」である「個人の尊厳
の保障jを租税法律主義に「内質jしないと，結局は，一定の価値・利益に基づく「法的安定
性と予測可能性Jに帰結することになる。
(日) 憲法上の観点を意図する「税法の隊員日Jについて
そこで，憲法上の観点を強く意図される所説によると.I税法における最高法原則は，いずれ
も憲法にその法的基礎を有するものである。即ち，憲法第84条及び30条に基礎を置く租税法律
主義(租税合法律性の原則)，憲法第14条1項に基礎を置く租税平等主義(法平等性の原則).
及び同じく憲法第14条1項の法平等性のうち形式的法平等性に基礎を置く信義誠実の原則であ
る削と，憲法上の観点に碁っく，傾聴すべき税法観を提起されながら.I法を形成する最高理念
は，正義 (Gerechtigkeit)合目的性 (Zweckm品目igkeit)及び法安定性 (Rechlssicherheit)
である。 日租税正義とは，課税の合法律性及び平等をいい，いわゆる具体的妥当性・合理性
であると考えるJ'叫と称されるのは，儲越であるが.I租税正義」の問題以前に，法の体系性の
あり方が筒われることになる。
それ故に，学説上，穏税正義は本質的に租税平等主義と租税法律主義によって規制されてい
る。実質的法治国家においては，形式的法治国家における合法性の機能だけではもはや十分で
ない。法律はむしろ，実質的法治国家における正義の機能をみたさなければならない0 ・ 'j法
律の正義の構成要素は，憲法に適合する秩序であり，そして，これは立法者の民主的価値判断
に基づくものである闘と称されているのは.，正義」のあり方を憲法上において意図された傾聴
すべき所説であるが.Lかし，前記所説が.，法律の正義の構成要素は，憲法に適合する秩序で
あり，それは立法者の民主的価値判断に基づくものである」附(傍点・引用者〕と称されること
は，憲法の「本質Jである「個人の尊厳の保障」を「立法者の民主的価値判断J'叫に. ，内質」
しないと，その「正義jのあり方は，結局は，その手段(，立法者の民主的価値判断J'山)の多
数決論に帰結することになる。
3. I穏税法律主義」と「租税公平主義」の関係について
前記のように.憲法の「本質」である「偲人の尊厳の保障jを「内質」しないと，結局は，
「租税法律主義j等の「税法の原目IjJは形而上化し相対化することになる。
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そこで，北野弘久博士の「先行研究Jによると，相税法律主義の具体的内容を叩形式的内容
と実質的内容との二つに分けて構成“"された上で，その租税法律主義の具体的内容を構成する
「実質的内容Jとして(51) r法の下の平等の原則J'聞と「最低生活保障の原則」との二つを抽出
するのである闘と称されているのは，正に「租税負担公平原則は租税立法法上尊重されるべき
重要な原理であり，また実定税法秩序に内在し，または内在すべき重要な原理でもあるJ'叫と称
さ4れることになる。
確かに，同博士の「先行研究Jで提起されているように，国民の自由及び権利の保障に関す
る多くの憲法の規定の中で，問実質的内容を構成するにあたって問題としなければならないの
は，その第14条と第25条の二つの規定問であり，この憲法の二つの規定こそ，結論的にいって
租税法律主義に新しい特色を与え，その具体的内容を構成する刷ことになり，そして，同博士
は，その二つの原則が「実質的内容」を構成することによって，租税法律主義に新しい機能を
与える。それは単なる自由権保障の意義をもつばかりでなく，積極的権利保障の意義をもっに
至る聞と称されているのは，現代の「格差社会」等の基本的な問題に対処する税法観であり，
それは，従来の「税法の際則Jの「租税法律主義の原則jと「租税公平負担の原則」の「形而
上化」と「相対化」を克服する傾聴すべき法理であるが，私見は，憲法の「本質Jである「個
人の尊厳の保障」を税法に「内質」することによって.I税法の原目リj等が憲法上の観点から体
系化されることになり，憲法に基っく「法の支配」の観点から「租税法律主義」が確立される
ことになる。そして.I租税公平主義Jの観点も，憲法の「本質」である「個人の尊厳の保障」
の観点から「公平Jの問題が提起できることになる。
それ故に学説上. I税法の原則」の文脈上の問題について.I水平的公平の概念の使用は次の
意味で票みをつげたい。まず『等しい者を等しく扱え』という命題は怒意的な取扱いを明確に
拒否しており……『等しい者を等しく」という定式は，それ自身として普偏的な倫理を内在さ
せているように思われるj附と称されているが，憲法の「本質」たる「個人の尊厳の保障」の観
点から.I公平jのあり方を問題にしないと，その「等しい者を等しく」仰の定式は，結局は，
「形式的平等観Jに帰結する己とになり，基本的人権の歴史観に拾抗することになる。
したがって.I租税法律主義の原則Jと「穏税公平負担の原則Jは，憲法の「本質」たる「偲
人の尊厳の保障」を「内質」しないと，結局は，それらの原則は.I形而上化」し「相対化Jす
ることになる。
したがって，北野弘久博士が，納税者基本権というのは，租税の徴収面と使途面に関する「納
税者」に固有の基本権である。これは，さまざまな権利の集合概念があって，納税者に関する
自由権も社会権等も含まれる聞と称されるのは，借越であるが，正に，憲法の「本質Jたる
「個人の尊厳の保障」を「租税公平主義Jに「内質」する法理と基本的に符合することになり，
同博士が.I租税負担公平の原則」が，所与の税法秩序のもとにおいて，税法解釈・適用の基本
原理としてもちだすことが肯定されるならば，そのときは税法はもはや「法J(Recht)として
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の性格を消失し，単なる行政の「手引き」的存在となってしまうのであろう聞と称されるのは，
「租税公平主義」に関する極めて傾聴すべき問題提起と考えるが，私見は，憲法の「本質」を
「個人の尊厳の保障」として捉えるので，当然に「租税負担公平の原則」に基づく「税法の解
釈」についても.r個人の尊厳の保障」を「内質jすることによって.r租税法律主義」に基っ
く「税法の解釈Jが展開されることになる。
4.おわりに
前記のように.r税法の原JlIJは.r租税法律主義H租税公平主義J等を中心に展開されてい
るが，その根拠となると，従来型の所説は.r正義論J等を慕に展開されている。
それ故に.r租税法律主義Jr租税公平主義J等が形而上化し;桔対化することによって，時に
は.r財産権等の保障」の問題と桔抗することになる。
そこで，私見は，憲法の「本質」である「個人の尊厳の保障」を「税法の原則」の「租税法
律主義Jr租税公平主義jの観点に「内質」することによって.r個人の尊厳の保障」に基づく「法
の支配Jが確立し，従来型の「税法の原則jのあり方が是正できることになる。
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